
議員提出第９号 

米兵による性犯罪根絶のため日米地位協定の見直しを求める意見書 

吉川市議会会議規則第１３条の規定により、上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和６年９月２４日 

 

　　　　　　　提　出　者　　吉川市議会議員　　雪田　きよみ 

 

賛　成　者　　吉川市議会議員　　岩崎　小百合 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　飯島　正義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吉川市議会議長　　稲葉　剛治　様 

 

提　案　理　由　　口　頭 

 



米兵による性犯罪根絶のため日米地位協定の見直しを求める意見書 

 

米軍嘉手納基地所属の空軍兵長が昨年12月に沖縄本島で16歳に満たない少女を車で誘

拐して自宅に連れ去り、同意なく性的暴行を加えたとして、今年３月に那覇地検が同兵長

を起訴しました。米軍基地があるが故の犯罪であり、少女の尊厳を深く傷つけた行為には、

非常に怒りを感じます。この事実を日米両政府が約６カ月にわたって伏せていた事実も重

大な問題です。 

米軍関係者による性犯罪は米統治下時代、そして沖縄の日本復帰以降も後を絶ちません。

沖縄県警の発表によると、1972～2023 年の 51 年間で米軍構成員など（米軍人、軍属、そ

の家族）の刑法犯による摘発は6235 件、摘発者は6124 人。そのうち殺人や強盗、不同意

性交などの凶悪犯の摘発は586件、759 人に上ります。 

近年では1995 年 9月に米海兵隊員ら 3人による女子小学生への暴行事件、2008 年 2月

には米海兵隊員による女子中学生への暴行事件、2016 年 4月には元海兵隊員の軍属による

20歳の女性への暴行･殺人事件などが発生しています。さらに今年5月 26日、沖縄に駐留

する米海兵隊員が沖縄県内で女性に性的暴行をしようとし、けがを負わせるという事件が

発生しました。沖縄では今年の1月から5月までに、同様の事件が3件にのぼると報じら

れています。 

しかし日米地位協定により、米軍人・軍属らの犯罪について日本側の捜査・取り調べ・

公判・刑の執行を含めた刑事裁判権が著しく制限されています。また日米地位協定が米兵

の性犯罪等の凶悪犯罪を許しています。 

よって、政府におかれましては米兵による性暴力の根絶のため、日米地位協定を抜本的

に見直すよう求めます。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。 

 

令和６年９月 24日 

 

埼玉県吉川市議会　 

 

 



提出先 

内閣総理大臣 

外務大臣 

防衛大臣


